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株主各位

証券コード9603
2 0 2 3 年 １ 月 ５ 日

株 主 各 位
東 京 都 港 区 虎 ノ 門 四 丁 目 １ 番 １ 号

代表取締役社長 矢　田　素　史

１．日 時 2023年１月26日（木曜日）午前10時
２．場 所 東京都港区虎ノ門四丁目１番１号

東京ワールドゲート 神谷町トラストタワー２階
「トラストシティ カンファレンス・神谷町」

３．会議の目的事項
報 告 事 項 １. 第42期（2021年11月１日から2022年10月31日まで）事業報告、連結計算

書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
２. 第42期（2021年11月１日から2022年10月31日まで）計算書類報告の件

株主総会にご来場の株主様へのドリンクサービス及びお土産のご提供はございません
ので、あらかじめご了承くださいますようお願い申しあげます。

第42回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第42回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　なお、株主の皆様の安全確保を最優先といたしたく、新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観点
から、当日のご来場を見合わせ、書面またはインターネットにより事前に議決権を行使いただくこと
を強くご推奨申しあげます。お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、４頁に記載の
「議決権行使についてのご案内」に従って、2023年１月25日（水曜日）午後６時30分までに議決権
を行使くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記
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株主各位

決 議 事 項
第１号議案
第２号議案

剰余金の配当の件
定款一部変更の件

第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）10名選任の件

　　　各議案の要領は、「株主総会参考書類」（７頁から23頁まで）に記載のとおりであります。

以　上

（注）１. 当日ご来場の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよう、お
願い申しあげます。

２. 本招集ご通知に提供すべき書類のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に
基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.his.co.jp/ir/）に掲載しております
ので、本招集ご通知の提供書面には記載しておりません。
・事業報告「新株予約権の状況」
・事業報告「業務の適正を確保するための体制」
・連結計算書類「連結株主資本等変動計算書」
・連結計算書類「連結注記表」
・計算書類「株主資本等変動計算書」
・計算書類「個別注記表」
従いまして、本招集ご通知の提供書面に記載されている事業報告、連結計算書類及び計算書類は、監
査等委員会が監査報告を作成するに際して監査をした事業報告、連結計算書類及び計算書類の一部で
あり、また、会計監査人が会計監査報告を作成するに際して監査をした連結計算書類及び計算書類の
一部であります。

３. 株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類の内容について、株主総会の前日までに修
正をすべき事情が生じた場合には、書面による郵送またはインターネット上の当社ウェブサイト
（https://www.his.co.jp/）に掲載することにより、修正後の事項をお知らせいたします。
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株主各位

新型コロナウイルス感染症の拡大防止への対応について
〈株主様へのお願い〉
〇株主の皆様におかれましては、新型コロナウイルス感染症の拡大を避けるため、本株主総会に

つきましては株主様の健康状態に関わらず、極力当日のご来場をお控えいただき、書面もしく
はインターネットによる事前の議決権行使を強くご推奨申しあげます。

〈ご来場される株主様へのお願い〉
〇ご来場される株主様は、マスクをご着用のうえ、感染予防にご配慮いただきますようお願い申

しあげます。マスクのご着用をいただけない場合は、会場へのご入場をご遠慮いただく場合が
ございます。

〇受付において、非接触型体温計で体温チェックをさせていただきます。体温が37.5℃以上の方
や、風邪の症状など体調不良と見受けられる方には、会場へのご入場をご遠慮いただき、ま
た、開会後に体調がすぐれないよう見受けられる方につきましては、会場スタッフがお声かけ
する場合やご退出をお願いする場合がございます。

〇会場内はソーシャルディスタンス確保のため、座席数を減らしております。万が一、満席とな
った場合は、ご入場をご遠慮いただく場合がございます。

〇株主総会の議事は、感染症の拡大を避けるため、出来る限り迅速に執り行う予定としておりま
す。質疑応答におきましても、株主様からのご質問をお一人様につき２問までに制限させてい
ただきます。

〇役員をはじめ出席者及び会場スタッフは検温を含め体調を確認のうえ、マスク着用にてご対応
いたします。その他にも感染予防の措置を講じておりますので、ご理解とご協力をお願い申し
あげます。

今後の状況によりましては、対応等を変更する場合もございます。株主様にお知らせすべき事項
が発生した場合には、順次、当社ウェブサイト( https://www.his.co.jp/ )に掲載をさせていた
だく予定としております。
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあ
げます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権
を行使される場合

同封の議決権行使書用紙を会場受付
にご提出ください。

同封の議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示のうえ、ご返送く
ださい。

次ページの案内に従って、議案に対
する賛否をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2023年１月26日（木曜日）
午前10時（受付開始：午前９時）

2023年１月25日（水曜日）
午後６時30分到着分まで

2023年１月25日（水曜日）
午後６時30分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案に対する賛否をご記入ください。

第１、２号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

第３号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

◦ 一部の候補者を
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱い
いたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいた
します。
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議決権行使についてのご案内

行使
期限

2023年１月25日（水曜日）
午後6時30分入力完了分まで

インターネットによる議決権行使のご案内

　

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく
議決権行使ウェブサイトにログインすることができます。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2
「スマート行使」での議決権行使は１回に限り可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですがPC向
けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の「議決権行使
コード」・「パスワード」を入力してログイン、再度議決権行使を
お願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイトへ遷移
できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み
取ってください。

1

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本
見 本

※議決権行使書用紙はイメージです。

書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱い
いたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいた
します。
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議決権行使についてのご案内

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力
ください。

4

議決権行使ウェブサイトにアクセスして
ください。

1

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。
3

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。
2 「議決権行使コード」

を入力

「ログイン」を
クリック

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

パソコンやスマートフォン、携帯電話のインターネットのご利用環境等によっては、議決権行使ウェブサイトがご利用できない場合があります。

インターネット等による議決権行使に関するお問い合せ

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９：00～21：00）

議決権電子行使プラットフォームについて
機関投資家の皆様は、株式会社ICJが運営する議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。
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剰余金の配当の件

株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の配当の件
　剰余金の配当につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
　当期の業績につきましては、新型コロナウイルス感染症による影響を受け、連結決算において
親会社株主に帰属する当期純損失を計上することとなりました。このような状況の中、収益回復
に向けた財務基盤の安定化が急務であると考え、誠に遺憾ながら期末配当を無配にさせていただ
きたいと存じます。
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定款一部変更の件

第２号議案　定款一部変更の件
1．提案の理由
(1) 2021年６月16日に「産業競争力強化法等の一部を改正する等の法律」（令和３年法律第70
号）の施行に伴い、上場会社においては、定款に定めたうえで、経済産業省令・法務省令で定め
る要件に該当することについて、経済産業大臣及び法務大臣の確認を受けることを条件として、
場所の定めのない株主総会（いわゆるバーチャルオンリー株主総会）の開催が可能となりまし
た。
当社は、各種の感染症や大規模自然災害発生時等のリスクの低減や、社会のデジタル化進展等も
念頭に置きつつ、株主総会開催方式の選択肢を拡充することが株主の皆様の利益に資すると考
え、場所の定めのない株主総会を開催することができるよう、定款第12条第２項を追加するもの
であります。
本議案が可決された場合、当社の取締役会が株主総会開催の都度、株主の皆様の利益に最大限配
慮しつつ、開催方法を決定いたします。株主の皆様の権利保障と安全を最優先に考え、慎重に決
定してまいります。
なお、当社は、経済産業省令・法務省令で定める上記の要件に該当することについて、経済産業
省令・法務省令で定めるところにより、経済産業大臣及び法務大臣の確認を受けております。

(2)「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに規定する改
正規定が2022年９月１日に施行され、株主総会資料の電子提供制度が導入されたことに伴い、次
のとおり定款を変更するものであります。
　①株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる旨を定款に定めることが
義務付けられたことから、変更案第15条（電子提供措置等）第１項を新設するものであります。
　②株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる事項のうち、書面交付を
請求した株主に交付する書面に記載する事項の範囲を法務省令で定める範囲に限定することがで
きるようにするため、変更案第15条（電子提供措置等）第２項を新設するものであります。
　③株主総会資料の電子提供制度が導入されますと、現行定款第15条（参考書類等のインターネ
ット開示）の規定は不要となるため、これを削除するものであります。
　④上記の削除される規定の効力に関する附則を設けるものであります。なお、本附則は期日経
過後に削除するものといたします。
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定款一部変更の件

現　行　定　款 変　更　案
（招集）
第12条　当会社の定時株主総会は、事業年度
末日の翌日から３ヶ月以内にこれを招集する。

（新設）

（招集）
第12条　当会社の定時株主総会は、事業年度
末日の翌日から３ヶ月以内にこれを招集する。

②　当会社の株主総会は、場所の定めのない株
主総会とすることができる。

（参考書類等のインターネット開示）
第15条　当会社は、株主総会参考書類、計算
書類、連結計算書類及び事業報告に記載又は表
示すべき事項に係る情報を、法務省令の定める
ところにより、インターネットで開示すること
ができる。

（新設）

（新設）

（削除）

（電子提供措置等）
第15条　当会社は、株主総会の招集に際し、
株主総会参考書類等の内容である情報につい
て、電子提供措置をとるものとする。
②　当会社は、電子提供措置をとる事項のうち
法務省令で定めるものの全部または一部につい
て、議決権の基準日までに書面交付請求した株
主に対して交付する書面に記載しないことがで
きる。

２．変更の内容
変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）
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定款一部変更の件

現　行　定　款 変　更　案

（新設）

（新設）

附則
（電子提供措置等に関する経過措置）
第2条　2022年９月１日から６か月以内の日
を株主総会の日とする株主総会については、変
更前定款第15条（参考書類等のインターネッ
ト開示）は、なお効力を有する。
②　本条は、施行日から６か月を経過した日    
または前項の株主総会の日から３か月を経過し
た日のいずれか遅い日後にこれを削除する。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）10名選任の件

候補者番号 氏　名 現在の当社における地位及び担当

１ 澤 田  秀 雄 代表取締役会長
グループ最高経営責任者（ＣＥＯ） 再 任

　

2 矢 田 　 素 史 代表取締役社長
最高執行責任者（ＣOＯ） 再 任

　

3 中 森  達 也 専務取締役
インバウンド事業戦略担当 再 任

　

4 織 田  正 幸 常務取締役
グループ戦略、関係会社、Ｍ＆A担当 再 任

　

５ 山 野 邉  淳 取締役上席執行役員
法人営業本部長 再 任

　

６ 五 味 　 　 睦 取締役上席執行役員
新規事業戦略担当 再 任

　

７ 澤 田  秀 太
取締役上席執行役員
国内旅行事業戦略担当
投資戦略本部長

再 任
　

第３号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）10名選任の件
　本総会終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名全員は任期満了と
なります。つきましては、経営体制強化のため３名増員し、取締役（監査等委員である取締役を
除く。）10名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案について、監査等委員会はその内容が適正であると判断いたしております。
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）10名選任の件

候補者番号 氏　名 現在の当社における地位及び担当

8 大 和 田 順 子 新 任 社 外 独 立
　

9 香 川 　 進 吾 新 任 社 外 独 立
　

10 金 子 　 寛 人 新 任 社 外 独 立
　

再 任 再任取締役候補者 新 任 新任取締役候補者

社 外 社外取締役候補者 独 立 証券取引所の定めに基づく独立役員
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）10名選任の件

候補者
番 号

氏　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 の 数

１

再 任
さわ

澤
 

　
だ

田
 

　
ひで

秀
 

　
お

雄
(1951年 2 月 4 日生)

    1980年    12月 当社設立　代表取締役社長
    1999年    3 月 協立証券株式会社(現　ＨＳホールディングス

株式会社)代表取締役社長
    2003年    3 月 モンゴルＡＧ銀行（現　ハーン銀行）取締役会

長
    2004年    6 月 当社取締役会長
    2009年    12月 当社代表取締役会長
    2010年    3 月 ハウステンボス株式会社　代表取締役社長

2012年    9 月 公益財団法人　東京交響楽団　理事長
    2016年    11月 当社代表取締役会長兼社長、最高経営責任者

(ＣＥＯ)
澤田ホールディングス株式会社（現　ＨＳホー
ルディングス株式会社)　代表取締役会長

    2017年    11月 H.I.S.ホテルホールディングス株式会社　代表
取締役会長兼社長

    2018年    1 月 当社代表取締役会長兼社長　社長執行役員、グ
ループ最高経営責任者(ＣＥＯ)

    2019年    1 月 H.I.S.ホテルホールディングス株式会社　代表
取締役会長

    2019年    5 月 ハウステンボス株式会社　取締役会長
    2021年    1 月 H.I.S.ホテルホールディングス株式会社　代表

取締役会長兼社長（現任）
    2022年    3 月 当社代表取締役会長、グループ最高経営責任者

(ＣＥＯ)（現任）

17,952千株

[重要な兼職の状況]
H.I.S.ホテルホールディングス株式会社　代表取締役会長兼社長

取締役候補者とした理由等
1980年12月の当社設立時から2004年５月に至るまで当社代表取締役社長を務め、この期間を通し
て当社の発展をリードし、「お客様のために考える。スピード重視。ベンチャースピリット」など
の、当社の企業文化を形成・涵養してきました。当社取締役会長就任後は、事業戦略の展開という
面から広く当社グループの指導に臨み、またハウステンボス株式会社の経営再生に、自ら責任を持
って担い、率先垂範を示してきました。
2016年11月に「攻めのガバナンス」実現に向けて実施した、純粋持株会社の機能を加味する経営執
行体制の再編では、代表取締役社長を兼務して最高経営責任者（ＣＥＯ）に就任し、当社グループ
の発展を確固としたものとするために尽力してきました。
このような経営者としての業績、経験、培われた見識や人脈は、引き続き当社取締役会の意思決定
に資するとともに、当社企業グループの事業領域の拡大とグローバル展開、そして持続的な成長と
企業価値向上に有益であり、取締役候補者といたしました。
なお、代表取締役会長兼社長を兼務しているH.I.S.ホテルホールディングス株式会社と当社との間に
は、旅行素材の仕入等の取引関係があります。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）10名選任の件

候補者
番 号

氏　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 の 数

２

再 任
や

矢
 

　
だ

田
 

　
もと

素
 

　
し

史
(1961年 7月25日生)

    1984年    4 月 陸上自衛隊入隊
    1993年    8 月 当社入社
    1998年    5 月 関東営業本部 次長
    2000年    5 月 本社社長室 室長
    2001年    9 月 本社人事部 部長
    2004年    11月 関西営業本部 部長
    2005年    10月 九州産業交通株式会社(現　九州産業交通ホー

ルディングス株式会社）顧問
    2005年    11月 同社代表取締役社長
    2020年    1 月 当社取締役
    2021年    1 月 当社取締役上席執行役員　連結財務・経理、連

結人事、ＣＳ/ＥＳ、総務、経営企画本部、Ｃ
ＳＲ、法務・内部統制、コンプライアンス 担当
最高財務責任者（ＣＦＯ）

    2021年    4 月 九州産業交通ホールディングス株式会社 取締役
会長（現任）

    2022年    3 月 当社代表取締役社長、最高執行責任者
(ＣOＯ)（現任）

３千株

[重要な兼職の状況]
九州産業交通ホールディングス株式会社 取締役会長

取締役候補者とした理由等
当社の営業・商品造成分野において豊富な業務経験を有し、また、本社社長室室長、本社人事部部
長を歴任し、経営・人事部門にも精通しております。2005年より九州産業交通株式会社（現 九州産
業交通ホールディングス株式会社）の代表取締役社長に就任し、熊本県中心部の再開発事業をリー
ドし、地域の活性化や熊本地震からの復興に貢献するなど、当社グループの地方創生事業を牽引
し、グループ全体の成長に大きく寄与してきました。2022年3月からは当社代表取締役社長に就任
し、当社の経営を担っています。
このような経験や実績は、当社取締役会の意思決定に資するとともに、当社企業グループの事業領
域の拡大とグローバル展開、そして持続的な成長と企業価値向上に寄与されることが期待されるた
め、取締役候補者といたしました。
なお、取締役会長を兼務している九州産業交通ホールディングス株式会社と当社の間には、旅行商
品の販売等の取引関係があります。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）10名選任の件

候補者
番 号

氏　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 の 数

３

再 任
なか

中
 

　
もり

森
 

　
たつ

達
 

　
や

也
(1967年 8 月 4 日生)

    1986年    11月 当社入社
    2010年    1 月 当社取締役　西日本地区営業総轄　関西営業本

部長
    2014年    2 月 当社取締役　西日本地区営業総轄
    2014年    3 月 当社常務取締役　航空仕入・手配、オンライン

旅行事業所管
    2014年    4 月 当社常務取締役　航空仕入・手配、オンライン

旅行事業所管　本社仕入本部長
    2016年    11月 当社常務取締役

ＨＩＳ ＪＡＰＡＮプレジデント
    2018年    1 月 当社取締役専務執行役員

ＨＩＳ ＪＡＰＡＮプレジデント
    2020年    8 月 当社取締役専務執行役員

ＨＩＳ ＪＡＰＡＮプレジデント
最高デジタル責任者（ＣＤＯ）

    2022年    4 月 当社専務取締役
インバウンド事業戦略担当（現任）
株式会社ジャパンホリデートラベル代表取締役
社長（現任）

[重要な兼職の状況]
株式会社ジャパンホリデートラベル 代表取締役社長

29千株

取締役候補者とした理由
当社の営業・販売分野において豊富な業務経験等を有し、仕入や手配分野における実績を活かして
当社の経営に参画してきました。
2016年11月に実施した経営執行体制の再編では、準社内カンパニーであるＨＩＳ ＪＡＰＡＮのプ
レジデントに就任し、日本発の海外旅行と国内旅行を取り扱う事業部門の全体の執行責任者を務め
るなど、当社の経営を担ってきました。
このような経験や実績は、引き続き当社取締役会の意思決定に資するとともに、当社企業グループ
の事業領域の拡大とグローバル展開、そして持続的な成長と企業価値向上に寄与されることが期待
されるため、取締役候補者といたしました。
なお、代表取締役社長を兼務している株式会社ジャパンホリデートラベルと当社の間には、旅行素
材の仕入、旅行商品の販売等の取引関係があります。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）10名選任の件

候補者
番 号

氏　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 の 数

４

再 任
お

織
 

　
だ

田
 

　
まさ

正
 

　
ゆき

幸
(1966年 1 月 1日生)

    1996年    6 月 当社入社
    2014年    3 月 当社執行役員　関西営業本部長
    2016年    1 月 当社取締役　関西・中国・四国・九州営業、グ

ローバル商品マーケティング担当　関西営業本
部長

    2016年    11月 当社取締役
ＨＩＳ ＪＡＰＡＮヴァイスプレジデント
国内旅行営業本部長

    2018年    1 月 当社取締役常務執行役員
ＨＩＳ ＪＡＰＡＮヴァイスプレジデント
国内旅行営業本部長

    2018年    2 月 当社取締役常務執行役員　経営企画本部、
海外事業戦略本部、海外システム開発本部担
当、関係会社管理本部長

    2018年    11月 当社取締役常務執行役員　経営企画本部、
海外事業戦略本部担当、関係会社管理本部長

    2019年    5 月 当社取締役常務執行役員　経営企画本部、
関係会社管理本部、本社人事本部、ＣＳ・Ｅ
Ｓ、総務、ＣＳＲ担当、海外事業戦略本部長

    2021年    1 月 当社取締役常務執行役員　関係会社管理本部、
オンラインエクスペリエンス本部 担当
海外事業戦略本部長

    2022年    4 月 当社常務取締役
グループ戦略、関係会社、Ｍ＆A担当（現任）

８千株

取締役候補者とした理由
当社の営業・販売分野において豊富な業務経験等を有し、2016年1月からは取締役として、当社の
経営に参画してきました。
2016年11月に実施した経営執行体制の再編では、準社内カンパニーであるＨＩＳ ＪＡＰＡＮのヴ
ァイスプレジデントに就任し、日本発の海外旅行と国内旅行を取り扱う事業部門の国内旅行
（ＨＩＳ ＪＡＰＡＮ　国内)の執行責任者を務め、また関係会社管理本部長、海外事業戦略本部長を
歴任し、オンラインエクスペリエンス本部を担当してきました。
このような経験や実績は、引き続き当社取締役会の意思決定に資するとともに、当社企業グループ
の事業領域の拡大とグローバル展開、そして持続的な成長と企業価値向上に寄与されることが期待
されるため、取締役候補者といたしました。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）10名選任の件

候補者
番 号

氏　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 の 数

５

再 任
やま

山　
の

野　
べ

邉　
 

　
あつし

淳
(1970年 3 月18日生)

    1993年    4 月 当社入社
    2014年    3 月 当社執行役員　関東販売事業部長　関東ＷＥＢ

事業部長　関東法人団体専門店事業部長
    2016年    1 月 当社取締役　東日本地区営業担当　関東海外旅

行営業本部長
    2016年    11月 当社取締役

ＨＩＳ ＪＡＰＡＮヴァイスプレジデント
関西営業本部長

    2018年    1 月 当社取締役上席執行役員
ＨＩＳ ＪＡＰＡＮヴァイスプレジデント
関西営業本部長

    2018年    3 月 当社取締役上席執行役員
ＨＩＳ ＪＡＰＡＮヴァイスプレジデント
法人旅行営業本部長

    2019年    11月 当社取締役上席執行役員
ＨＩＳ ＪＡＰＡＮヴァイスプレジデント
法人営業本部長

    2022年    4 月 当社取締役上席執行役員
法人営業本部長、新規事業戦略担当

    2022年    10月 当社取締役上席執行役員
法人営業本部長（現任）

８千株

取締役候補者とした理由
当社の営業・販売分野において豊富な業務経験等を有し、2016年１月からは取締役として、当社の
経営に参画してきました。
2016年11月に実施した経営執行体制の再編では、準社内カンパニーであるＨＩＳ ＪＡＰＡＮのヴ
ァイスプレジデントに就任し、日本発の海外旅行と国内旅行を取り扱う事業部門の西日本地区
（ＨＩＳ ＪＡＰＡＮ　ＷＥＳＴ)の執行責任者を務め、2018年3月からは法人旅行営業本部長（現法
人営業本部長）として、法人事業を統括しています。
このような経験や実績は、引き続き当社取締役会の意思決定に資するとともに、当社企業グループ
の事業領域の拡大とグローバル展開、そして持続的な成長と企業価値向上に寄与されることが期待
されるため、取締役候補者といたしました。

－ 17 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）10名選任の件

候補者
番 号

氏　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 の 数

６

再 任
ご

五
 

　
み

味
 

　
 

　
 

　
むつみ

睦
(1968年 6月 6日生)

    1992年    4 月 当社入社
    2010年    5 月 東日本FIT事業部 部長
    2012年    9 月 PT.HARUM INDAH SARI TOURS & 

TRAVEL出向 PRESIDENT DIRECTOR ジャ
カルタ統括支店長

    2016年    1 月 当 社 執 行 役 員  PT.HARUM INDAH SARI 
TOURS & TRAVEL 出 向  PRESIDENT 
DIRECTOR ジャカルタ統括支店長

    2017年    12月 当 社 執 行 役 員  PT.HARUM INDAH SARI 
TOURS & TRAVEL 出 向  PRESIDENT 
DIRECTOR 東南アジア統括営業本部長兼ジャ
カルタ統括支店長

    2018年    1 月 当社取締役上席執行役員 PT.HARUM INDAH 
SARI TOURS & TRAVEL出向 PRESIDENT 
DIRECTOR 東南アジア統括営業本部長兼ジャ
カルタ統括支店長

    2018年    11月 当社取締役上席執行役員　最高情報システム責
任者(ＣIＯ)兼東南アジア・南アジアエリア担当

    2020年    4 月 当社取締役上席執行役員　東南アジア・南アジ
アエリア担当

    2022年    10月 当社取締役上席執行役員
新規事業戦略担当（現任）

７千株

取締役候補者とした理由
当社の営業・販売・仕入分野、また海外勤務において豊富な業務経験を有し、2016年1月からは執
行役員に就任し、当社のインドネシア法人の執行責任者を務め、インドネシア発の海外旅行事業を
大きく成長させました。さらに2017年11月より東南アジア統括営業本部長として、成長市場である
東南アジアの成長戦略の立案実行をし、2018年1月からは取締役として、同年11月からは、最高情
報システム責任者（ＣIＯ）兼東南アジア・南アジアエリア担当として経営に参画してきました。
このような経験と実績は、引き続き当社取締役会の意思決定に資するとともに、当社企業グループ
の事業領域の拡大とグローバル展開、そして持続的な成長と企業価値向上に寄与されることが期待
されるため、取締役候補者といたしました。

－ 18 －



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

2022/12/22 14:28:51 / 22905616_株式会社エイチ・アイ・エス_招集通知

取締役（監査等委員である取締役を除く。）10名選任の件

候補者
番 号

氏　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 の 数

７

再 任
さわ

澤
 

　
だ

田
 

　
ひで

秀
 

　
たか

太
(1981年11月 2日生)

    2005年    4 月 日興コーディアル証券株式会社（現　SMBC日
興証券株式会社）入社

    2006年    6 月 澤田ホールディングス株式会社（現　ＨＳホー
ルディングス株式会社）取締役

    2006年    9 月 エイチ・エス証券株式会社(現　Ｊトラストグ
ローバル証券株式会社）取締役

    2012年    2 月 株式会社ベストワンドットコム　代表取締役社
長

    2016年    7 月 株式会社ファイブスタークルーズ　代表取締役
社長（現任）

    2019年    1 月 株式会社えびす旅館　代表取締役（現任）
    2020年    1 月 当社取締役
    2022年    4 月 当社取締役上席執行役員　国内旅行事業戦略担

当
株式会社ベストワンドットコム　代表取締役会
長（現任）

    2022年    11月 当社取締役上席執行役員　国内旅行事業戦略担
当、投資戦略本部長（現任）

654千株

[重要な兼職の状況]
株式会社ベストワンドットコム　代表取締役会長
株式会社ファイブスタークルーズ　代表取締役社長
株式会社えびす旅館　代表取締役

取締役候補者とした理由等
澤田ホールディングス株式会社では、金融等に関する知見を培い、さらには、取締役を務め、経営
者としての経験も備えています。また、IT等の豊富な業務経験や知見を有しており、2012年に株式
会社ベストワンドットコムの代表取締役社長に就任し、2018年には、同社を東京証券取引所マザー
ズ市場に上場させた実績を備えています。
このような経験や実績は、当社取締役会の意思決定に資するとともに、当社企業グループの事業領
域の拡大とグローバル展開、そして持続的な成長と企業価値向上に寄与されることが期待されるた
め、取締役候補者といたしました。
なお、代表取締役会長を兼務している株式会社ベストワンドットコム及び代表取締役社長を兼務し
ている株式会社ファイブスタークルーズ、代表取締役を兼務している株式会社えびす旅館と当社の
間には、特別な利害関係はありません。

－ 19 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）10名選任の件

候補者
番 号

氏　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 の 数

8

新 任 社 外 独 立

おお

大
わ

和
だ

田
 

　
じゅん

順
こ

子
(1965年 8月31日生)

    1989年    4 月 日本電信電話株式会社（現　NTTコミュニケ
ーションズ株式会社）入社

    2001年    8 月 リクルートグループ 株式会社人事測定研究所
    2009年    4 月 株式会社リクルートマネジメントソリューショ

ンズ　執行役員
    2013年    4 月 株式会社リクルートキャリア　執行役員
    2016年    7 月 株式会社リクルートキャリア　フェロー

株式会社東京一番フーズ　顧問（現任）
    2017年    4 月 株式会社日立製作所　人事領域　プロフェッシ

ョナル契約（現任）
    2020年    6 月 株式会社アルバイトタイムス　社外取締役（現

任）
    2021年    5 月 イオンモール株式会社　社外取締役（現任）

－千株

[重要な兼職の状況]
株式会社東京一番フーズ　顧問
株式会社アルバイトタイムス　社外取締役
イオンモール株式会社　社外取締役

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
日本電信電話株式会社（現　NTTコミュニケーションズ株式会社）では、支店の経営企画部、支社
広報部、本社国際部、人事部などで多様な経験を積み、リクルートでは、人事ソリューションを扱
うシステム開発を含めた仕事に携わるなど、人事採用教育関連・IT等に関する知見が深く、さらに
は、上場企業の顧問・社外取締役を歴任し豊富な業務経験や識見を備えています。
このような経験や実績は、当社取締役会の意思決定に資するとともに、当社企業グループの事業領
域の拡大とグローバル展開、そして持続的な成長と企業価値向上に寄与されることが期待されるた
め、社外取締役候補者といたしました。
また、社外取締役として選任された場合には、会社法第427条第1項の規定に基づいた会社法第423
条第1項の損害賠償責任を限定する契約（責任の限度は、会社法第425条第1項に定める額）を新た
に締結する予定であり、独立役員として指定し、東京証券取引所に届け出る予定です。
なお、顧問を兼務している株式会社東京一番フーズ、社外取締役を兼務している株式会社アルバイ
トタイムス及びイオンモール株式会社と当社の間には、特別な利害関係はありません。

－ 20 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）10名選任の件

候補者
番 号

氏　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 の 数

9

新 任 社 外 独 立

か

香
 

　
がわ

川
 

　
しん

進
 

　
ご

吾
(1958年 3月 8日生)

    1981年    4 月 富士通株式会社入社
    2012年    4 月 同社執行役員　ネットワークサービス事業本部

長（兼）映像ネットワークサービス事業部長
    2015年    4 月 同社執行役員常務　インテグレーションサービ

ス部門副部門長
    2016年    4 月 同社執行役員専務/CTO　デジタルサービス部

門長
    2018年    4 月 株式会社富士通総研　代表取締役社長
    2020年    5 月 古野電気株式会社　社外取締役（現任）
    2020年    10月 株式会社DigiIT（現　SS Techlogies株式会

社）代表取締役社長
    2021年    10月 SS Techlogies株式会社　取締役会長
    2022年    5 月 ミニストップ株式会社　社外取締役（現任）

－千株

[重要な兼職の状況]
古野電気株式会社　社外取締役
ミニストップ株式会社　社外取締役

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
富士通株式会社において長年にわたりネットワークサービス、デジタルサービスを推進し、ICT（情
報通信技術）及びDX（デジタル変革）の高い見識を有しています。また株式会社富士通総研では代
表取締役として経営に参画し、経営者としての豊富な経験と識見を備えています。
このような経験や実績は、当社取締役会の意思決定に資するとともに、当社企業グループの事業領
域の拡大とグローバル展開、そして持続的な成長と企業価値向上に寄与されることが期待されるた
め、社外取締役候補者といたしました。
また、社外取締役として選任された場合には、会社法第427条第1項の規定に基づいた会社法第423
条第1項の損害賠償責任を限定する契約（責任の限度は、会社法第425条第1項に定める額）を新た
に締結する予定であり、独立役員として指定し、東京証券取引所に届け出る予定です。
なお、社外取締役を兼務している古野電気株式会社及びミニストップ株式会社と当社の間には、特
別な利害関係はありません。

－ 21 －



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

2022/12/22 14:28:51 / 22905616_株式会社エイチ・アイ・エス_招集通知

取締役（監査等委員である取締役を除く。）10名選任の件

候補者
番 号

氏　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 の 数

10

新 任 社 外 独 立

かね

金
 

　
こ

子
 

　
ひろ

寛
 

　
と

人
(1957年 2月26日生)

    1980年    4 月 アーサーアンダーセン会計事務所（現　有限責
任あずさ監査法人）入社

    1983年    3 月 公認会計士登録
    1988年    6 月 Arthur Andersen Germany Duesseldorf事務

所　赴任
    1999年    9 月 アーサーアンダーセン（現　KPMG)パートナー
    2000年    7 月 朝日監査法人（現　有限責任あずさ監査法人）　

代表社員
    2005年    6 月 有限責任あずさ監査法人　IFRS本部副本部長
    2010年    7 月 同監査法人　本部理事
    2015年    7 月 同監査法人　常務理事
    2021年    7 月 金子寛人公認会計士事務所　所長（現任）
    2022年    3 月 株式会社Doctorbook　社外取締役監査等委員

（現任）

－千株

[重要な兼職の状況]
金子寛人公認会計士事務所　所長
株式会社Doctorbook　社外取締役監査等委員

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
アーサーアンダーセン会計事務所においてグローバルな視点を培い、公認会計士として長年にわた
り、企業を取り巻く様々な課題に携わるなど、監査や会計コンサルに関しての豊富な経験と高い見
識を有しています。また、法人マネジメントの一員として経営にも参画し、経営者としての知見を
備えています。
このような経験や実績は、当社取締役会の意思決定に資するとともに、当社企業グループの事業領
域の拡大とグローバル展開、そして持続的な成長と企業価値向上に寄与されることが期待されるた
め、社外取締役候補者といたしました。
また、社外取締役として選任された場合には、会社法第427条第1項の規定に基づいた会社法第423
条第1項の損害賠償責任を限定する契約（責任の限度は、会社法第425条第1項に定める額）を新た
に締結する予定であり、独立役員として指定し、東京証券取引所に届け出る予定です。
なお、所長を兼務している金子寛人公認会計士事務所、社外取締役監査等委員を兼務している株式
会社Doctorbookと当社の間には、特別な利害関係はありません。

（注）当社は保険会社との間で、各候補者が被保険者となる42頁に記載の役員等賠償責任保険
契約を締結しております。当該保険契約は、1年毎に契約更新をしており、次回契約時には同内
容での更新を予定しております。

以上

－ 22 －
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【ご参考】

企業経営 旅行事業 事業戦略
ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ 財務･会計 人事･労務 法 務

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ
ﾃﾞｼﾞﾀﾙ戦略
Ｉ Ｃ Ｔ

澤 田  秀 雄 ○ ○ ○ ○
矢 田  素 史 ○ ○ ○ ○ ○
中 森  達 也 ○ ○ ○ ○
織 田  正 幸 ○ ○ ○
山 野 邉  淳 ○ ○ ○
五 味 　  睦 ○ ○ ○
澤 田  秀 太 ○ ○ ○ ○

◎ 大和田順子 ○ ○ ○ ○
◎ 香 川  進 吾 ○ ○ ○
◎ 金 子  寛 人 ○ ○ ○ ○

★ ◎ 梅 田  常 和 ○ ○ ○
★ ◎ 鍋 島  　 厚 ○ ○ ○
★ 関 田  園 子 ○ ○

【ご参考】　第３号議案が承認された場合の役員体制及びスキルマトリックス
　第３号議案が承認可決された場合の取締役会及び監査等委員会の構成並びに各取締役の専門性
は下記のとおりです。
　なお、下記の一覧表は各取締役候補者の有するすべての知見・経験を表すものではなく、代表
的と思われるスキル等のうち最大５つに〇印をつけております。

　★監査等委員である取締役　　◎独立社外取締役
【取締役の選任方針】
　取締役については、当社経営における迅速且つ効率的な意思決定とガバナンスの実効性を推進するとともに、
適正な監督機能を確保すべく、当社の業績や、経営幹部として指導力・統率力・決断力等も踏まえて、役割に応
じた必要な能力・経験・識見・人格を検討し、豊富な経験とその経験を通して培われた高い見識と専門性を有す
る人材、持続的な成長と企業価値向上に有益である人材を社内外から選任します。

【監査等委員である取締役の選任方針】
　監査等委員である取締役については、適正な監督機能を確保すべく、当社の経営に関する知見や財務、会計、
法律、リスク管理等を中心とした分野における豊富な経験を通して培われた高い見識と専門性を有する人材を社
内外から選任します。

【社外取締役の選定方針及び独立性基準】
　社外取締役の選定にあたっては、多様な視点から業務執行を監督するために、高い見識と専門性、経験、業種
の多様性・バランスを考慮し、多面的な視点で経営を監督することを重視します。
　また、当社は、会社法に定める社外取締役の要件及び東京証券取引所が定める独立性基準を参考に社外取締役
を独立社外取締役としております。なお、現在の独立社外取締役は、この要件を満たしております。

－ 23 －
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事業の状況

（2021年11月 1 日から
2022年10月31日まで）

（提供書面）

事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況

⑴　当連結会計年度の事業の状況
①　事業の経過及び成果

当連結会計年度における経営環境は、ウィズコロナの新たな段階への移行が進められる中、
各種政策の効果もあって、景気が持ち直していくことが期待されるものの、世界的に金融引締
め等が続く中で、海外景気の回復を下押しし、依然として厳しい経済状況となりました。

このような情勢の中、旅行業界においては、新型コロナウイルス感染拡大の水際対策の緩和
が段階的に進み、行動制限・入国制限の撤廃や観光支援策が実施されるなど、回復への動きが
顕著になっております。

当社グループは、社員のグループ外出向をはじめ、各国においてもコスト削減を継続すると
ともに、基幹事業である海外旅行市場の需要の拡大を図るための適切な人員配置を行うなど、
コロナ禍における売上の最大化にむけた経営体制の再編や働き方改革を推し進めました。

また、「自然の摂理にのっとり、人類の創造的発展と世界平和に寄与する」という企業理念
のもと、旅行のみならず様々な事業を通じて、常に変化・発展し続ける企業として、事業ポー
トフォリオの再構築にむけた新規事業の開拓を目指してまいりました。

セグメント別の業績は次のとおりであります。なお、各セグメントの金額は、セグメント間
取引を相殺消去する前の金額であります。

また、当連結会計年度より「収益認識に関する会計基準」等を適用しているため、前連結会
計年度と収益の会計処理が異なります。前期との比較を行いやすくするため、当該基準等を適
用しなかった場合の試算値を「旧基準」として併記し、その試算値を用いて前期との比較を行
っております。
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事業の状況

（旅行事業）
当連結会計年度における旅行市場は、新型コロナウイルス感染拡大の影響により、入国制

限や渡航制限等の措置によるレジャー需要の鈍化があったものの、海外における旅行市場に
おいては、欧米でいち早く需要回復の動きが見られました。日本における国内旅行市場にお
いては、まん延防止等重点措置が解除された３月21日以降、４月からは県民割・地域ブロ
ック割へと施策が継続されたことで、集客数が前年を大きく上回り、一定のレジャー需要が
維持されました。国内における海外旅行・訪日旅行市場においては、４月より106カ国にお
ける感染症危険レベルが引き下げとなるなど、段階的な水際対策の緩和と撤廃により、国際
的な人流再開の兆しが見られました。当連結会計年度における日本人出国者数は、前期比
433.7％（2019年比10.3％）の206万人、訪日外客数は前期比475.0％（2019年比4.9％）
の155万人と、回復傾向であるもののピーク時であった2019年と比較し、本格的な回復に
は至っておりません。（出典：日本政府観光局 （JNTO））

当社の海外旅行事業においては、感染症リスクの不安を軽減し、安心・安全な海外旅行プ
ランを展開しました。そして、段階的な水際対策・行動制限の緩和に合わせて、HISの海外
現地法人を通じて、現地の情報収集や仕入強化に努め、５月には２年ぶりに自社主催ツアー
を催行しました。ハワイツアーを皮切りに、10月末時点には47の国と地域に拡充しており
ます。また、海外旅行市場の活性化を図るべく、主要観光地をはじめとする政府観光局と連
携し、「リベンジ旅」と題して、各ターゲットのニーズに沿った特別企画ツアーの展開を図
るとともに、プロモーション活動の強化をしたことにより、徐々にではあるものの、レジャ
ー層の集客増加がみられました。しかしながら、燃油サーチャージの高騰や歴史的な円安、
日本発着における国際線航空座席供給数の回復鈍化もあり、本格的な回復には至っておりま
せん。

国内旅行事業においては、航空機を利用する沖縄・北海道・九州方面へのパッケージツア
ーの集客強化を図り、利益の最大化に努めました。特に沖縄においては、HIS独自仕入によ
る「沖縄本島レンタカー在庫確保プラン」を実施し、「LeaLea OKINAWA シャトルバ
ス」とともに移動手段の確保による利便性向上に努めました。加えて、人気アニメとのコラ
ボレーション企画の実施など、他社との差別化を図りました。また、鉄道利用の自社主催ツ
アーや着地型ホテル商材などの仕入強化による、新規顧客獲得を図ったこともあり、前期か
らは大幅な回復を示したものの、コロナ禍以前の2019年を超える水準には至っておりませ
ん。
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事業の状況

訪日旅行事業においては、海外のオンライントラベルエージェントへの個人旅行商品サイ
トへの掲載・流通を強化するとともに、自治体・行政機関との連携を進め、ツーリスト・イ
ンフォメーションセンターによる旅ナカのプロモーション事業を展開いたしました。

法人事業においては、MICE運営のノウハウを活かし、行政機関の公的支援事業（地域プ
レミアム商品券事業、無料PCR検査補助事業、マイナンバーカード・マイナポイント関連事
業など）や、企業からの受託事業により、非旅行事業としての事業推進を行いました。ま
た、当社グループ海外現地法人と連携し、小売り、飲食店などの事業者様の海外進出支援や
ライツ事業の展開に努めました。

海外における旅行事業においては、欧米に拠点を置く海外グループ会社やトルコ法人・メ
キシコ法人をはじめ、ローカルマーケットの旅行需要の回復がみられました。海外支店のイ
ンバウンド事業では、日本から海外への渡航制限措置の継続により厳しい状態が続いていた
ため、経費削減や業務の効率化・集約化による収益性の改善に加え、旅行領域以外の事業展
開の拡充を図りました。タイでは西松屋等の子供服を取り扱うショップブランド「満天堂」
を立ち上げ８店舗展開し、ハワイでは不動産事業、インドネシアでは循環型飼育の実現を目
指したフェニックスワーム事業、欧州ではドイツ・イギリス・スペインに加えてイタリア・
フランスへの展開も計画している日本食のアンテナショップ事業など、ローカルマーケット
へ向けたビジネスの強化に注力しました。

なお、当社グループの営業拠点数は、国内外において統廃合を実施した結果、国内131拠
点、海外60カ国112都市158拠点となりました。（2022年10月末日時点）

以上の結果、当連結会計年度における売上高は676億93百万円（旧基準では1,805億74百
万円、前期比419.7％）、営業損失は286億29百万円（旧基準では292億61百万円、前期は
営業損失383億36百万円）となりました。
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事業の状況

（テーマパーク事業）
ハウステンボスでは、開業30周年を記念したアニバーサリーイベントや、九州・長崎へ

の感謝キャンペーンの実施や、季節に応じた環境演出に重点を置いた各種イベントが好評を
得るなど、お客様満足度向上に努めたことにより、上半期の段階において２年ぶりに営業利
益を計上いたしました。一時、新型コロナウイルス感染拡大によるまん延防止等重点措置の
影響も受けましたが、行動制限のない大型連休や夏休みシーズンを迎え、総入場者数は、前
期比162.9％と大きく前年を上回り、通期においても営業黒字を達成しております。

なお、2022年９月30日をもって、ハウステンボスの全株式の譲渡を完了しております。
2010年よりハウステンボスの経営再建をすることを使命とし、様々な改善・改革を重ねて
まいりましたが、経営再建・地域の活性化・雇用の創出というHISの役割は果たせたと考
え、ハウステンボスの新たな成長領域への挑戦にむけて、テーマパーク事業に関する知見を
有し、機動的かつ柔軟に資金供給を行うことができる当社グループ外のパートナーとの連携
をより強力にしたうえで、事業を追求していくこととなりました。

ラグーナテンボスにおいては、開業20周年を迎え、ラグーナイルミネーション 「光のラ
グーン 」など年間を通じてアニバーサリーイベントを実施いたしました。また、テレビア
ニメ「プリキュア」・「東京リベンジャーズ」の人気コンテンツ体験型イベントの開催を通
じて、集客強化を図りましたが、コロナ禍以前（2019年）までの回復には至りませんでし
た。

以上の結果、当連結会計年度における売上高は212億25百万円（旧基準では220億46百万
円、前期比145.7％）、営業利益は１億83百万円（旧基準では１億70百万円、前期は営業損
失35億59百万円）となりました。
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事業の状況

（ホテル事業）
ホテル事業は、多彩なラインナップで、地域の特性に沿った新規開発を進め、「変なホテ

ル」ブランド海外初進出となるソウル（明洞）を皮切りに、ニューヨークにも開業しまし
た。また、ウズベキスタンの首都タシケントに４つ星ホテル「ホテルインスピラ-S タシケ
ント」を開業し、各国の経済活動回復の影響もあり、稼働率が好調に推移いたしました。ま
た国内においては、沖縄県宮古島に「ウォーターマークホテル＆リゾーツ沖縄 宮古島」を
開業するなど、新規開発に努めてまいりました。既存ホテルにおいては、販管費の抑制に加
えて、各国・都市の市況や感染状況に応じ、他社との差別化を図る宿泊プランの展開を行う
など、収益増に努めましたが、新型コロナウイルス感染拡大の影響によるレジャー需要の鈍
化を受け、宿泊者数の大幅な改善には至りませんでした。

以上の結果、当連結会計年度における売上高は92億７百万円（旧基準では92億７百万
円、前期比193.5％）、営業損失は41億22百万円（旧基準では41億22百万円、前期は営業
損失58億68百万円）、EBITDAベースでは１億92百万円の損失（旧基準では１億92百万円
の損失、前期は25億57百万円の損失）となりました。

（九州産交グループ）
九州産交グループでは、県民割・ブロック割の実施や、外出自粛の緩和もあり、大型商業

施設「サクラマチクマモト」の入館者数増加や、主力事業であるバス事業においても、路線
バスの輸送人員の増加や、コロナ禍において運休・減便していた高速バスの運行再開など、
一部回復傾向を示しました。

しかしながら、全国的なまん延防止等重点措置のほか、熊本県独自のリスクレベル管理に
よる行動抑制策などもあり、通年においては、本格的な業績回復には至りませんでした。

以上の結果、当連結会計年度における売上高は179億60百万円（旧基準では190億21百万
円、前期比116.3％）、営業損失は15億54百万円（旧基準では15億54百万円、前期は営業
損失27億12百万円）、EBITDAベースでは３億９百万円の利益（旧基準では３億９百万円
の利益、前期は８億46百万円の損失）となりました。
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事業の状況

（エネルギー事業）
エネルギー事業における電力小売事業では、卸電力取引市場と相対による取引を組み合わ

せた調達電源の最適化に取り組むなど、業績改善に取り組んでまいりましたが、価格高騰の
常態化を受け、営業損失を計上しました。

また、発電事業においては、燃料となるRSPO認証のパーム油の価格高騰を受け、必要量
の確保が困難な状況が続く結果となり、通年において、バイオマス発電所は設備維持のため
の短時間の運転にとどめ、引き続き本格稼働は見合わせました。

以上の結果、当連結会計年度における売上高は243億76百万円（旧基準では271億52百万
円、前期比72.7％）、営業損失は99億78百万円（旧基準では99億85百万円、前期は営業損
失102億64百万円）となりました。
　なお、電力小売・発電事業ともに、継続的な赤字体質からの再建には時間を要すると判断
し、2022年５月20日に電力小売事業を担うＨＴＢエナジー株式会社、2022年10月31日に
発電事業を担うH.I.S.SUPER 電力株式会社の全株式の譲渡が完了しております。

以上の結果、当連結会計年度における連結業績は、売上高は1,427億94百万円（旧基準では
2,603億50百万円、前期比219.6％）、営業損失は479億34百万円（旧基準では485億92百万
円、前期は営業損失640億58百万円）、経常損失は490億１百万円（旧基準では496億60百万
円、前期は経常損失632億99百万円）、親会社株主に帰属する当期純損失は95億47百万円
（旧基準では102億円、前期は親会社株主に帰属する当期純損失500億50百万円）となりまし
た。
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事業の状況

②　設備投資の状況
当連結会計年度において、当社グループは100億７百万円の投資を行いました。主要セグメ

ントにおける設備投資の実施状況は以下のとおりであります。
旅行事業では28億32百万円の投資を行いました。その主なものは、国内外における店舗・

事務所の移転、改装等（17億48百万円）及び旅行予約システム等（10億83百万円）でありま
す。

テーマパーク事業では15億39百万円の投資を行いました。その主なものは、ハウステンボ
スの園内設備（13億23百万円）であります。

ホテル事業では46億６百万円の投資を行いました。その主なものは、日本国内に展開する
ホテルの建設（34億35百万円）であります。

九州産交グループでは４億90百万円の投資を行いました。その主なものは、車輌の取得等
（２億88百万円）であります。

エネルギー事業では16百万円の投資を行いました。その主なものは、発電設備に係る投資
（11百万円）であります。

③　資金調達の状況
当連結会計年度において、2021年11月２日、2021年11月22日及び2021年12月13日の当

社取締役会の決議により、第三者割当に係る新株式及び新株予約権の発行を行い、76億65百
万円の資金調達を行いました。
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直前３連結会計年度の財産及び損益の状況

区　　分 第 39 期
(2019年10月期)

第 40 期
(2020年10月期)

第 41 期
(2021年10月期)

第 42 期
(当連結会計年度)
(2022年10月期)

売 上 高（百万円） 808,510 430,284 118,563 142,794
経 常 利 益 又
は 経 常 損 失（百万円） 17,089 △31,283 △63,299 △49,001
親会社株主に帰属
する当期純利益又
は 当 期 純 損 失

（百万円） 12,249 △25,037 △50,050 △9,547

１株当たり当期純
利益又は１株当た
り 当 期 純 損 失

　　（円） 213.63 △432.66 △749.86 △130.00

総 資 産（百万円） 577,399 414,604 411,447 414,984

純 資 産（百万円） 123,909 98,421 64,145 56,636

⑵　直前３連結会計年度の財産及び損益の状況

（注）１. １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は、期中平均発行済株式数により算出しておりま
す。また、期中平均発行済株式数については、自己株式数を控除して算出しております。

２. 当社は信託型従業員持株インセンティブ・プラン（E-Ship®）を導入しておりましたが、2021年５
月をもって終了しております。なお前連結会計年度以前において、エイチ・アイ・エス従業員持株会
専用信託が所有する当社株式については、連結財務諸表において自己株式として計上しております。
そのため、１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失の算定にあたっては、当該株式を自己株
式に含めて「普通株式の期中平均株式数」を算定しております。

３.  「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首
から適用しており、当連結会計年度に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値と
なっております。
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重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 出資比率 主要な事業内容
HAWAII HIS CORPORATION 100千ＵＳ＄ ※ 100.0％ 旅 行 業
H.I.S. INTERNATIONAL TOURS (NY) INC. 150千ＵＳ＄ ※ 100.0 旅 行 業
H.I.S. GUAM, INC. 200千ＵＳ＄ ※ 100.0 旅 行 業
H.I.S. CANADA INC. 100千ＣＡ＄ ※ 100.0 旅 行 業
H.I.S. - MERIT TRAVEL INC. 45,395千ＣＡ＄ ※ 100.0 旅 行 業
H.I.S. SAIPAN, INC. 200千ＵＳ＄ ※ 100.0 旅 行 業
JONVIEW CANADA INC. 48,899千ＣＡ＄ ※ 100.0 旅 行 業
H.I.S. - RED LABEL VACATIONS INC. 142,993千ＣＡ＄ ※ 100.0 旅 行 業
H.I.S. KOREA CO., LTD. 425,000千ＫＲＷ 58.8 旅 行 業
H.I.S. Tours Co., Ltd. 20,000千ＴＨＢ 100.0 旅 行 業
PT. HARUM INDAH SARI TOURS & TRAVEL 168千ＵＳ＄ 90.0 旅 行 業
HIS (HONG KONG) COMPANY LIMITED 1,500千ＨＫ＄ ※ 100.0 旅 行 業
H.I.S. INTERNATIONAL TRAVEL PTE LTD 400千ＳＧ＄ ※ 100.0 旅 行 業
H.I.S. AUSTRALIA PTY. LTD. 25千ＡＵ＄ ※ 100.0 旅 行 業
H.I.S. EUROPE LIMITED 210千ＧＢＰ ※ 100.0 旅 行 業
GROUP MIKI HOLDINGS LIMITED 116千ＥＵＲ 70.3 旅 行 業
HIS INTERNATIONAL TOURS FRANCE 
SAS 2,030千ＥＵＲ ※ 100.0 旅 行 業

H.I.S. Deutschland Touristik GmbH 25千ＥＵＲ ※ 100.0 旅 行 業
H.I.S. EUROPE ITALY S.R.L. 83千ＥＵＲ ※ 100.0 旅 行 業
HIS ULUSLARARASI TURIZM SEYAHAT 
ACENTASI LIMITED SIRKETI 9,132千ＴＲＹ 100.0 旅 行 業
株式会社オリオンツアー 248百万円 100.0 旅 行 業
株式会社クオリタ 51百万円 100.0 旅 行 業
株式会社欧州エキスプレス 100百万円 100.0 旅 行 業
株式会社ツアー・ウェーブ 80百万円 ※ 100.0 旅 行 業
株式会社ジャパンホリデートラベル 30百万円 66.7 旅 行 業
株式会社クルーズプラネット 25百万円 100.0 旅 行 業

⑶　重要な子会社の状況
①　連結子会社の状況
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重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 出資比率 主要な事業内容
株式会社ラグーナテンボス 1,588百万円 66.0 テーマパーク業
Ｈ.Ｉ.Ｓ.ホテルホールディングス株式会社 10百万円 100.0 ホ テ ル 業
GUAM REEF HOTEL, INC. 10千ＵＳ＄ ※ 100.0 ホ テ ル 業
PT. HARUM INDAH SARI INDONESIA 1,800億ＩＤＲ ※ 100.0 ホ テ ル 業
Green World Hotels Co., Ltd. 1,097百万ＴＷ＄ ※ 51.0 ホ テ ル 業
HIS DORAK TURIZM OTEL
YATIRIMLARI VE DIS TICARET
ANONIM SIRKETI

202,130千ＴＲＹ ※ 84.3 ホ テ ル 業

九州産業交通ホールディングス株式会社 1,065百万円 91.6 持 株 会 社
H.I.S.エネルギーホールディングス株式会社 100百万円 100.0 持 株 会 社
エイチ・エス損害保険株式会社 1,612百万円 100.0 損 害 保 険 業
株式会社エス・ワイ・エス 100百万円 91.4 システム開発事業

（注）１. ※印は子会社が所有する出資比率を含んでおります。
２. 当社の連結子会社は、上記の重要な子会社36社を含む計132社であり、持分法適用関連会社は３社で

あります。

②　企業結合の経過
　当連結会計年度より、ヴィソンホテルマネジメント株式会社他１社は、重要性が増したため
連結の範囲に含めております。
　当社の連結子会社であったIpec Developments Limited他３社は、清算手続き結了により
連結の範囲から除外しております。
　当社の連結子会社であったＨＴＢエナジー株式会社の全株式を売却したことにより、同社を
連結の範囲から除外しております。
　当社の連結子会社であったハウステンボス株式会社の全株式を売却したことにより、同社及
びその子会社２社を連結の範囲から除外しております。
　当社の連結子会社であったH.I.S.SUPER 電力電力株式会社の全株式を売却したことによ
り、同社及びその子会社１社を連結の範囲から除外しております。

③　企業結合の成果
企業結合の成果につきましては、「１．企業集団の現況　⑴　当連結会計年度の事業の状況①　
事業の経過及び成果」に記載のとおりであります。
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対処すべき課題、主要な事業内容

⑷　対処すべき課題
今後の経営環境は、新型コロナウイルス感染拡大の水際対策の緩和が段階的に進み、各種政
策の効果もあって、景気が持ち直していくことが期待されるものの、世界的に金融引締めが進
む中で、海外景気の回復を下押しし、依然としてコロナ禍以前の状態まで、経済活動の回復が
見通せない状況が続くと予想されます。
このような経営環境の中、当社グループが対処すべき主な課題は以下のとおりです。

①継続企業の前提に関する重要事象等
当社グループは、前連結会計年度から継続して多額の営業損失及び親会社株主に帰属する
当期純損失を計上しているため、監査・保証実務委員会報告第74号「継続企業の前提に関
する開示について」に照らすと、当連結会計年度末において継続企業の前提に重要な疑義を
生じさせるような事象又は状況が存在しているとみなされます。
当社グループは、このため、固定費用の圧縮や有価証券・不動産・主要子会社などの売却
を進めるとともに、取引先金融機関に対して既存の借入契約の維持（リファイナンス）を要
請しております。
当社グループは、新型コロナウイルス感染の収束時期の合理的な予測とこれらの対応策の
効果を反映した資金繰り計画に基づいて、2023年10月31日まで十分な資金を有することが
可能と判断しておりますので、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判
断しております。

②新型コロナウイルス感染拡大への対応
当社グループにおいても、足元の業績悪化により、財務基盤が毀損されるなど大きな影響
が出ているため、新型コロナウイルス感染拡大の影響を軽減することが重要な課題であると
認識し、最優先で取り組んでまいります。
○財務の健全化
自己資本の充実化及びフリーキャッシュフローを生み出す体制の構築が目下の課題と認

識しております。状況に応じた資金調達や蓄積した保有資産の流動化等により、当面の手
元流動性を確保しながら、コスト削減の徹底による体質強化、市場環境ビジビリティの改
善までは投資計画を慎重に構えるなどキャッシュアウトを抑制し、キャッシュポジション
の改善を図ってまいります。
○ウィズコロナ、アフターコロナ時代を見据えた経営
コロナ禍における新しいコスト構造をベースとした経営を推進し、独自性や競争優位性
を生かした事業展開により、早期の業績回復を目指してまいります。また、業界再編の可
能性などアフターコロナの機会を確実に捉え、更なる成長を加速させてまいります。
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対処すべき課題、主要な事業内容

③あらゆる変化への対応
当社では、各事業領域において、生産性の向上や収益性の改善が当面の課題と認識してお
り、解決に向けデジタルトランスフォーメーションを推進し、効率的な事業構造への変革を
図り、事業ポートフォリオの再構築を目指すとともに、今後もグループ企業理念のもと、全
てのステークホルダーの理解を深め、サステナブルな取組みを推進してまいります。
加えて、テクノロジーの進化とともに社会やビジネスが劇的に変貌を遂げている中で、既
定概念に捉われることなく新たな可能性を見出し、あらゆる変化に対応し続けていくこと
が、持続的な成長を可能にすると考えております。
基幹である旅行事業においては、地域の文化や歴史遺産、自然環境などの地域資源に目を
向け、その土地の暮らしに敬意を払うことができるよう、また全ての関係者一人一人が各々
の意識や行動に責任を持つことにつながるよう、持続可能な観光の実現のための取組みに注
力してまいります。

④顧客満足の追求と安全・安心な商品の提供
世界中で信頼され、お客様からご支持いただけるグローバル企業になるために、快適で安

全・安心なサービスの提供が不可欠であると考えております。当社グループの持つ世界ネッ
トワークやインフラを最大限に活用し、新たな体験価値の創造や、充実したサービスの提供
を図ることで、今後も、安全、安心、高品質な商品やサービス、情報の提供に努めてまいり
ます。また、国内外においてサービスレベルの向上を図ることで、世界中のお客様に喜ば
れ、ご支持いただけるよう取り組んでまいります。

⑸　主要な事業内容（2022年10月31日現在）
　当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、当社(株式会社エイチ・アイ・エス)、子会社
171社及び関連会社19社により構成されております。当社グループの主な事業内容は、次のと
おりであります。
　①旅行事業
　②テーマパーク事業
　③ホテル事業
　④九州産交グループ
　⑤エネルギー事業
　⑥その他
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主要な営業所、使用人の状況

⑹　主要な営業所（2022年10月31日現在）
①　株式会社エイチ・アイ・エス

本店：東京都港区虎ノ門四丁目１番１号
新宿本社営業所 （東京都渋谷区）
栄本店 （愛知県名古屋市中区）
LINKS UMEDA営業所 （大阪府大阪市北区）
福岡天神本店 （福岡県福岡市中央区）
上記のほか126営業所

②　主な国内子会社
・株式会社オリオンツアー

本店：東京都中央区
名古屋営業所、大阪営業所、福岡営業所、沖縄営業所

・株式会社クオリタ
本店：東京都港区
新宿営業所、銀座営業所、渋谷営業所

・株式会社欧州エキスプレス
本店：東京都港区
大阪営業所

・株式会社ツアー・ウェーブ
本店：宮城県仙台市
札幌営業所、青森営業所、仙台営業所、新潟営業所、九州営業所、沖縄営業所

・株式会社ジャパンホリデートラベル
本店：大阪府大阪市
札幌営業所、東京営業所、福岡営業所、沖縄営業所

・株式会社クルーズプラネット
本店：東京都千代田区
横浜支店、名古屋支店、大阪本店

・株式会社ラグーナテンボス
本店：愛知県蒲郡市

・H.I.S.ホテルホールディングス株式会社
本店：東京都港区

・九州産業交通ホールディングス株式会社
本店：熊本県熊本市

・H.I.S.エネルギーホールディングス株式会社
本店：東京都港区
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主要な営業所、使用人の状況

・エイチ・エス損害保険株式会社
本店：東京都中央区

・株式会社エス・ワイ・エス
本店：東京都港区

③　主な国内関連会社
・株式会社アクティビティジャパン

本店：東京都新宿区
④　主な海外の子会社及び関連会社
　１）子会社及び関連会社として、世界112都市に旅行事業に関する158の拠点を有しており、

その主なものは次のとおりであります。
・HAWAII HIS CORPORATION（米国ハワイ州ホノルル市）
・H.I.S. INTERNATIONAL TOURS (NY) INC.（米国ニューヨーク州ニューヨーク市）
・H.I.S. GUAM, INC.（米国グアム準州）
・H.I.S. - MERIT TRAVEL INC.（カナダブリティッシュコロンビア州バンクーバー市）
・JONVIEW CANADA INC.（カナダオンタリオ州トロント市）
・H.I.S. - RED LABEL VACATIONS INC.（カナダブリティッシュコロンビア州バンクー

バー市）
・H.I.S. KOREA CO., LTD.（大韓民国ソウル特別市）
・H.I.S. Tours Co., Ltd.（タイ王国バンコク市）
・PT. HARUM INDAH SARI TOURS & TRAVEL（インドネシア共和国デンパサール

市）
・HIS (HONG KONG) COMPANY LIMITED（中華人民共和国香港特別行政区）
・H.I.S. AUSTRALIA PTY. LTD.（オーストラリア連邦クイーンズランド州ゴールドコー

スト市）
・H.I.S. EUROPE LIMITED（英国ロンドン市）
・GROUP MIKI HOLDINGS LIMITED（英国ロンドン市）
・HIS INTERNATIONAL TOURS FRANCE SAS（フランス共和国パリ市）

　２）ホテル事業は、主に米国のグアム準州においてはGUAM REEF HOTEL, INC.が、イン
ドネシアのバリ島においてはPT. HARUM INDAH SARI INDONESIAが、台湾において
はGreen World Hotels Co., Ltd.が、トルコにおいてはHIS DORAK TURIZM OTEL 
YATIRIMLARI VE DIS TICARET ANONIM SIRKETIがそれぞれ事業を展開しておりま
す。
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主要な営業所、使用人の状況

事 業 区 分 使用人数 前連結会計年度末比増減

旅 行 事 業 6,751名 △206名

テ ー マ パ ー ク 事 業 101名 △930名

ホ テ ル 事 業 582名 76名

九 州 産 交 グ ル ー プ 1,441名 △45名

エ ネ ル ギ ー 事 業 2名 △131名

そ の 他 193名 △22名

全 　 　  社 　 （ 共  通 ） 319名 29名

合 計 9,389名 △1,229名

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

3,822名 △256名 36.9歳 12.4年

⑺　使用人の状況（2022年10月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況

（注）１．使用人数は就業員数であり、契約社員、見習社員及びアルバイトは含まれておりません。
２．全社（共通）として記載されている使用人数は、特定の事業に区分できない管理部門に所属している

ものであります。
３．従業員数が前連結会計年度末に比べ1,229名減少しておりますが、その主な理由は、株式譲渡により

ハウステンボス株式会社とその子会社２社、ＨＴＢエナジー株式会社、H.I.S.SUPER 電力電力株式
会社を連結の範囲から除外したことによるものであります。

②　当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数であり、契約社員130名及びアルバイト415名は含まれておりません。
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主要な借入先の状況

借　入　先 借　入　額

株式会社三井住友銀行 51,846百万円

株式会社みずほ銀行 45,745百万円

株式会社SMBC信託銀行 32,404百万円

株式会社肥後銀行 12,830百万円

株式会社きらぼし銀行 7,000百万円

株式会社西日本シティ銀行 5,546百万円

⑻　主要な借入先の状況（2022年10月31日現在）
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①　発行可能株式総数 150,000,000株
②　発行済株式の総数 79,860,936株
③　株　主　数 83,978名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

澤 田 秀 雄 17,952千株 24.27％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 6,265千株 8.47％

有 限 会 社 　 秀 イ ン タ ー 3,757千株 5.08％

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （ 信 託 口 ） 1,967千株 2.66％

S M B C 日 興 証 券 株 式 会 社 976千株 1.32％

エ イ チ ・ ア イ ・ エ ス 従 業 員 持 株 会 932千株 1.26％

澤  田  ま ゆ み 900千株 1.21％

株 式 会 社 S B I 証 券 841千株 1.13％

JP JPMSE LUX RE NOMURA INT PLC 1 EQ CO 767千株 1.03％

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （ 年 金 特 金 口 ） 751千株 1.01％

２．会社の現況
⑴　株式の状況（2022年10月31日現在）

④　大　株　主（上位10名）

（注）1．新株予約権の権利行使により、発行済株式総数は3,891,700株増加しております。
2．当社は自己株式（5,909,220株）を保有しておりますが、上記大株主から除いております。また、

持株比率は自己株式を控除して計算しております。
3．当社は2018年1月25日開催の第37回定時株主総会の決議に基づき、譲渡制限付株式報酬制度を導

入いたしました。これを受け、2022年1月27日開催の取締役会において譲渡制限付株式報酬として
自己株式の処分を決議し、同年2月22日付で取締役（監査等委員である取締役、非業務執行取締
役、非常勤取締役及び社外取締役を除く。）6名に対し自己株式12,988株の処分を行っておりま
す。

－ 40 －



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

2022/12/22 14:28:51 / 22905616_株式会社エイチ・アイ・エス_招集通知

会社役員の状況

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 会 長 澤 田 秀 雄
グループ最高経営責任者(CEO)
H.I.S.ホテルホールディングス株式会社 代表取締役会長
兼社長

代 表 取 締 役 社 長 矢 田 素 史 最高執行責任者（COO）
九州産業交通ホールディングス株式会社　取締役会長

専 務 取 締 役 中 森 達 也 インバウンド事業戦略担当
株式会社ジャパンホリデートラベル　代表取締役社長

常 務 取 締 役 織 田 正 幸 グループ戦略、関係会社、Ｍ＆A担当

取 締 役 上 席 執 行 役 員 山 野 邉 　 　 　 淳 法人営業本部長
取 締 役 上 席 執 行 役 員 五 味 　 睦 新規事業戦略担当

取 締 役 上 席 執 行 役 員 澤 田 秀 太
国内旅行事業戦略担当
株式会社ベストワンドットコム 代表取締役会長
株式会社ファイブスタークルーズ 代表取締役社長
株式会社えびす旅館 代表取締役

社外取締役監査等委員 梅 田 常 和
公認会計士梅田会計事務所 所長
株式会社ハーバー研究所 取締役監査等委員（社外取締役）
エステールホールディングス株式会社 社外取締役

社外取締役監査等委員 鍋 島 　 厚 一般社団法人 昭和会館　理事長
取締役常勤監査等委員 関 田 園 子 －

⑵　会社役員の状況（2022年10月31日現在）
①　取締役の状況

（注）１．取締役監査等委員 梅田常和氏及び取締役監査等委員 鍋島厚氏は社外取締役であります。
２．当社は、取締役監査等委員 梅田常和氏及び取締役監査等委員 鍋島厚氏を株式会社東京証券取引所の

定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
３．梅田常和氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しており

ます。
４．当社は、取締役監査等委員のうち、関田園子氏を、常勤の監査等委員として選定しております。選定

している理由は、監査等委員会が、当社においてその職責を遂行するために必要な要件として、
　 イ.　企業集団全体としての業容の多様化及び事業領域拡大に適応した、監査等委員でない取締役をは

じめとする当社内外からの円滑な各種の情報収集活動
　 ロ.　内部監査を担当する監査部との緊密な連携確保
　のいずれについても、常勤の監査等委員を選定することが有益であると判断したためであります。
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②　責任限定契約の内容
　当社は、取締役監査等委員３名全員が非業務執行取締役であることから、それぞれとの間
で、会社法第427条第1項の規定により、会社法第423条第１項に定める損害賠償責任を限
定する契約を締結しており、その契約に基づく責任限度額は、会社法第425条第１項に定め
る最低責任限度額となっております。

③　役員等賠償責任保険契約の内容
 　当社は保険会社との間で、当社及び会社法上の子会社の各取締役・監査役・執行役員を
被保険者とした会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結してお
り、保険料は全額当社が負担しております。
　当該保険契約の内容の概要は、被保険者が、その職務の執行に関し責任を負うこと、及び
当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約によ
り保険会社が補填するものであり、１年毎に契約更新しております。次回契約時には同内容
での更新を予定しております。

④　会社役員の報酬等
　１）役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社は2021年２月25日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容にかか
る決定方針を決議しております。
　取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。

［報酬の算出方法と報酬決定に関わる規定］
　当社の役員の報酬等の額は、株主総会で承認された報酬総額の範囲内で、各取締役（監
査等委員を除く。）への配分は、報酬委員会の答申を得たのち、取締役会において、ま
た、各監査等委員である取締役への配分は、監査等委員の協議により、それぞれ決定して
おります。
　算定方法の決定に関する方針は、取締役会及び監査等委員の協議により定められた報酬
の内規に基づいており、報酬体系・報酬決定の基準・標準報酬額などに関する定めを置い
ております。

［報酬方針］
（イ）公平性の高い、競争力のある報酬制度であること
・国籍・性別を問わず、職責と成果に基づき、優秀な人材の獲得・保持が可能となる報

酬体系及び報酬水準
（ロ）企業価値・株主価値向上を重視した報酬制度であること
・業績連動性が高く、中長期的な企業価値・株主価値の向上を重視した報酬制度及び報

酬構成
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報酬の種類 目的・概要
固
定

a .  基 本 月 額 報 酬
取締役としての役割と役位に応じて金額を決定し、月額固定報酬として
支給。

変
動

b .  業 績 連 動 報 酬
（ 経 常 利 益 に 連 動 ）

過去10期間（連結会計年度）のうち、上位3年間の経常利益の平均値を
基準数値とし、原則、当期の経常利益額から上記の基準数値を差し引い
た額の7%相当額を支給額とする。ただし、業績動向に応じて、上記の
7%に±1～2%の調整を加えて算出。
・具体的な支給額は、事業年度毎の業績目標の達成度等に応じて基準額

の0%～200%の範囲内で決定。
・各事業年度終了後に一括して支給。

c. ストック・オプション
中長期的な企業価値向上を目標とした報酬であり株式報酬型ストック・
オプション制度に基づいて設計（総額は株主総会にてご承認いただいた
年額（年額100百万円以内）の範囲内で支給）。

d .  譲 渡 制 限 付 株 式 報 酬

取締役（監査等委員である取締役、非業務執行取締役、非常勤取締役及
び社外取締役を除く。）に対し、譲渡制限付株式を割り当て、当社株式
を保有させることで当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティ
ブを与えるとともに、対象取締役と株主の皆様との一層の価値共有を進
めることを目的（総額は株主総会にてご承認いただいた報酬限度額年額
（年額100百万円以内）の範囲内で支給）。
・基準額は、月額報酬　×　役位別倍率で算出。

［報酬体系］
　当社の取締役（監査等委員を除く。）の報酬体系は、a. 基本月額報酬、b. 業績連動報
酬（経常利益に連動）、c.ストック・オプション、d. 譲渡制限付株式報酬の４区分を設け
ております。報酬の種類及び報酬の種類毎の目的・概要は図表のとおりです。

図表．当社取締役（監査等委員を除く。）の報酬体系

［報酬水準］
　取締役及び執行役員の報酬制度や報酬水準については、決定プロセスの客観性・透明性
を確保する観点から、報酬委員会において審査し、取締役会の決議にて決定します。
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基本報酬 役員賞与 株式報酬

報 酬 種 類 a. 基本月額報酬 b. 業績連動報酬
c. ストック・オプ
ション

d. 譲渡制限付株式
報酬

業 績 連 動 の 有 無 固定 業績連動 業績連動 非業績連動
支 給 時 期 毎月 年1回 中期経営計画終了時 各役員の退任時
報 酬 構 成 比 40%～48% 32%～40% 5%～9% 11%～15%

区 分 支 給 人 員
支　　給　　額

定額報酬 特別支援金 ストック・
オプション

譲渡制限付
株式報酬 計

取 締 役
（監査等委員を除く。） ７名 84百万円 ５百万円 ２百万円 23百万円 115百万円
取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） ３名 18百万円 １百万円 － － 19百万円

( う ち 社 外 取 締 役 ) （２名) （９百万円) （－) （－) （－) （９百万円)
計 10名 102百万円 ６百万円 ２百万円 23百万円 134百万円

（ う ち 社 外 取 締 役 ） （２名) （９百万円) （－) （－) （－) （９百万円)

［報酬構成比率］

［当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が当該方針に沿うものであると取締役会
が判断した理由］
　取締役の個人別の報酬等の内容の決定にあたっては、報酬委員会が決定方針との整合性
を含めて総合的に審議し、取締役会において審議・決定していること等、取締役会として
も、決定方針に沿うものであると判断しております。ただし、この度の世界的なコロナウ
イルスの蔓延により、業績に大きな影響を受けているため、当事業年度に係る取締役の個
人別の報酬等は、上記の基本方針に拠らず報酬委員会にて決定しております。

　２）当事業年度に係る会社役員の報酬等の総額

（注）１．取締役（監査等委員を除く。）の報酬限度額は、2016年１月27日開催の第35回定時株主総会（決議
時における取締役（監査等委員を除く。）の員数は10名。）において年額500百万円以内（ただし、役
員賞与分を含み、使用人支給分は含まない。）と決議いただいております。当該報酬枠とは別枠とし
て、2017年１月26日開催の第36回定時株主総会（決議時における取締役（監査等委員を除く。）の員
数は10名。）において、取締役（監査等委員を除く。）に対するストック･オプションとして新株予約
権を年額100百万円以内で付与すること及び各事業年度に係る定時株主総会の日から1年以内に割り当
てる新株予約権の数は700個を上限とすること、また2018年１月25日開催の第37回定時株主総会（決
議時における取締役（監査等委員を除く。）の員数は7名。）において、取締役（監査等委員を除
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く。）に対する譲渡制限付株式の付与に対する金銭債権を年額100百万円以内とすること及び譲渡制限
付き株式の付与に対する普通株式の総数は年10万株以内とすることを決議いただいております。また、
監査等委員会は、上記報酬等についてその内容が妥当であると判断いたしております。

２．取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2016年１月27日開催の第35回定時株主総会（決議時におけ
る取締役（監査等委員）の員数は3名。）において年額50百万円以内（ただし、役員賞与分を含む。）
と決議いただいております。

３．業績連動報酬である賞与金支給額に係る業績指標等の内容、算定方法及び当該指標を選択した理由等
は、１）役員報酬等の内容の決定に関する方針等に記載のとおりであります。なお、当事業年度は業績
指標の目標値の達成に至らなかったため、賞与金支給はありません。

４．非金銭報酬等であるストック・オプション及び譲渡制限付株式報酬の内容は、１）役員報酬等の内容
の決定に関する方針等に記載のとおりであります。

　3）社外役員が子会社から受けた役員報酬の総額
当事業年度において、社外役員が、役員を兼任する子会社から、役員として受けた報酬等

の総額は２百万円であります。
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区 分 氏 名 兼　職　先 兼職内容 当該兼職先との関係

取 締 役
監査等委員 梅 田 常 和

 公認会計士梅田会計事務所 所長
当社と兼職先の間には重要
な取引その他の関係はあり
ません。

 株式会社ハーバー研究所 取締役監査等委員
（社外取締役）

 エステールホールディングス株式
会社 社外取締役

取 締 役
監査等委員 鍋 島 　 厚  一般社団法人 昭和会館 理事長

当社と兼職先の間には重要
な取引その他の関係はあり
ません。

区 分 氏 名 主な活動状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役
監 査 等 委 員 梅 田 常 和

当事業年度に開催された取締役会16回の全てに、また監査等委員会
16回の全てに出席いたしました。財務及び会計に関する豊富な経験
と見識に培われた幅広い視点から、適宜助言を行っております。

取 締 役
監 査 等 委 員 鍋 島 　 厚

当事業年度に開催された取締役会16回のうち15回に、また監査等委
員会16回の全てに出席いたしました。経営者としての豊富な経験と
知見に基づき、また企業倫理とコーポレート・ガバナンスに対する
識見により、適宜助言を行っております。

⑤　社外役員に関する事項
　１）重要な兼職の状況並びに当該兼職先との関係

　２）社外役員の主な活動状況

（注）上記取締役会の開催回数のほか、取締役会決議があったものとみなす書面決議が９回ありました。
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会計監査人の状況、資本政策の基本方針

支払額

当社が支払うべき当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 204 百万円

当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額 308 百万円

⑶　会計監査人の状況
①　名称　　　　　　　有限責任監査法人トーマツ

②　報酬等の額

（注）１．当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査報酬額と金融商品取引法に基
づく監査報酬額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、当事業年度に係る会計監査
人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、当連結会計年度における監査報酬については前連結会計年度における実績
をもとに、監査計画についてはスケジュールやリスクアプローチ等の適切性を中心に、また報
酬水準の妥当性については実働にあたる会計士の構成内容や公認会計士協会の調査資料そのほ
か他社事例等も参考にし、同意しております。

３．当社の重要な子会社のうち、HAWAII HIS CORPORATION、H.I.S. INTERNATIONAL 
TOURS (NY) INC.、H.I.S. GUAM, INC.、H.I.S. SAIPAN, INC.、H.I.S. Tours Co., 
Ltd.、PT. HARUM INDAH SARI TOURS & TRAVEL、HIS (HONG KONG) 
COMPANY LIMITED、H.I.S. INTERNATIONAL TRAVEL PTE LTD、H.I.S. 
AUSTRALIA PTY. LTD.、HIS ULUSLARARASI TURIZM SEYAHAT ACENTASI 
LIMITED SIRKETI、H.I.S. EUROPE LIMITED、H.I.S. INTERNATIONAL TOURS 
FRANCE SAS、H.I.S. EUROPE ITALY S.R.L.、GUAM REEF HOTEL, INC.、Green 
World Hotels Co., Ltd.、エイチ・エス損害保険株式会社は当社の会計監査人以外の公認会計
士または監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含む。）の監査
（会社法または金融商品取引法（これらの法律に相当する外国の法令を含む。）の規定による
ものに限る。）を受けております。

③　非監査業務の内容
該当事項はありません。
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会計監査人の状況、資本政策の基本方針

④　会計監査人の解任または不再任の決定方針
監査等委員会は、会社法第340条第１項各号に定める事由が発生した場合には、会計監査

人を自ら解任いたします。そのほか会計監査人の適格性・独立性を害する事由等が発生する
ことにより、現任の会計監査人の適否が問題となる状況がある場合には、監査等委員会は会
計監査人の解任または不再任について検討するものとします。検討の結果、監査等委員会
が、会計監査人を解任または不再任とすることが適切であるとの結論に至った場合には、取
締役会は会計監査人の解任もしくは不再任にかかる監査等委員会が決定した議案を株主総会
に付議いたします。

⑤　責任限定契約の内容の概要
当社は、会計監査人との間で、会社法第427条第１項の規定により、会社法第423条第１

項の賠償責任を限定する契約を締結しており、会社法第425条第１項に定める額を責任の限
度としております。

⑷　資本政策の基本方針
　　　当社は、事業の特性を踏まえ、収益力を向上させることによって自己資金中心の経営を行

うことを、資本政策の基本的な方針としています。
　　　この方針を進めるにあたり、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図るために実施

するＭ＆Ａや設備投資によって、資金需要が増加することが見込まれる場合には、財務基盤
の安定性強化と資金コストの低減を根幹に置き、金融市場の環境に応じた最適な資金調達方
法を検討し、選択しております。

　　　また、当社は現金預金とデット（借入金・社債等）を相殺したネットベースでの財務指標
を重視しております。安全性の指標としては、自己資本比率、ネットD/Eレシオ及びネット
有利子負債/EBITDA倍率を重視しております。収益性の指標としては、ROE（株主資本利
益率）を重視しております。

⑸　剰余金の配当及び自己株式の取得の決定に関する方針
　　　株主への還元については、資本施策の基本的な方針を踏まえて、配当水準の向上に努めつ

つ、実績に応じて安定的かつ継続的に会社の利益配分を実施することを基本方針としており
ます。

　　　また、取締役会は、自己株式の取得等を決定するに際して、継続的な企業価値の向上及び
適正な株主還元という見地に立ち、収益動向等の経営成績の状態、将来の業績見通し、資本
政策の基本的な方針等を総合判断することを、権限行使の方針としています。
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連結貸借対照表

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受取手形、売掛金及び契約資産
営 業 未 収 入 金
有 価 証 券
旅 行 前 払 金
前 払 費 用
短 期 貸 付 金
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
の れ ん
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 出 資 金
長 期 貸 付 金
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
退 職 給 付 に 係 る 資 産
繰 延 税 金 資 産
差 入 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産　

188,493
144,795
11,538
298
212
6,231
1,724
133
205

20,001
5,721
△2,370

226,274
170,356
76,166
2,697
70,975
12,401
6,306
1,807

17,908
2,369
15,539
38,009
2,990
2,865
77
11
504
671
6,949
20,825
3,805
△694

217　

流 動 負 債 128,569
営 業 未 払 金 6,698
短 期 借 入 金 28,555
１年内返済予定の長期借入金 32,156
未 払 金 17,298
未 払 費 用 3,999
未 払 法 人 税 等 310
未 払 消 費 税 等 711
旅 行 前 受 金 14,256
リ ー ス 債 務 2,646
賞 与 引 当 金 1,293
役 員 賞 与 引 当 金 51
そ の 他 20,590

固 定 負 債 229,778
社 債 20,000
転換社債型新株予約権付社債 25,036
長 期 借 入 金 156,727
繰 延 税 金 負 債 4,963
退 職 給 付 に 係 る 負 債 6,234
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 445
リ ー ス 債 務 11,635
そ の 他 4,734

負 債 合 計 358,348
純 資 産 の 部

株 主 資 本 39,954
資 本 金 100
資 本 剰 余 金 28,498
利 益 剰 余 金 26,327
自 己 株 式 △14,972

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 7,466
その他有価証券評価差額金 230
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 8
為 替 換 算 調 整 勘 定 7,085
退職給付に係る調整累計額 141

新 株 予 約 権 399
非 支 配 株 主 持 分 8,815
純 資 産 合 計 56,636

資 産 合 計 414,984 負 債 純 資 産 合 計 414,984

連 結 貸 借 対 照 表
（2022年10月31日現在）

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

（自　2021年11月 1 日
至　2022年10月31日）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 142,794
売 上 原 価 114,536

売 上 総 利 益 28,257
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 76,192

営 業 損 失 47,934
営 業 外 収 益

受 取 利 息 263
為 替 差 益 892
補 助 金 収 入 556
そ の 他 1,416 3,129

営 業 外 費 用
支 払 利 息 2,000
そ の 他 2,195 4,196
経 常 損 失 49,001

特 別 利 益
固  定  資  産  売  却  益 1,393
投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,446
関  係  会  社  株  式  売  却  益 40,842
助 成 金 収 入 10,860 54,543

特 別 損 失
減 損 損 失 4,022
関  係  会  社  株  式  売  却  損 8,405
臨 時 休 業 に よ る 損 失 1,336 13,764

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 8,222
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,084
法 人 税 等 調 整 額 1,748 2,833
当 期 純 損 失 11,056
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 1,508
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 9,547

連 結 損 益 計 算 書

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
営 業 未 収 入 金
旅 行 前 払 金
前 払 費 用
未 収 収 益
短 期 貸 付 金
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他
無 形 固 定 資 産
商 標 権
電 話 加 入 権
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 出 資 金
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
差 入 保 証 金
破 産 更 生 債 権 等
そ の 他
貸 倒 引 当 金
繰 延 資 産
株 式 交 付 費
社 債 発 行 費　

113,477
87,088
4,380
137
4,744
573
189
132
1,368
11,790
3,616
△545

187,812
35,217
9,939

0
280

24,915
54
27

1,716
30
82

1,584
19

150,878
1,510
56,508
1,303
76,605

21
3,014
17,214
457
4

△5,762
157
113
44　

流 動 負 債 81,136
営 業 未 払 金 3,398
短 期 借 入 金 20,000
関 係 会 社 短 期 借 入 金 500
１年内返済予定の長期借入金 30,000
未 払 金 4,053
未 払 費 用 1,075
旅 行 前 受 金 10,157
保 険 料 預 り 金 210
商 品 券 6,247
賞 与 引 当 金 563
そ の 他 4,928

固 定 負 債 177,674
社 債 20,000
転換社債型新株予約権付社債 25,036
長 期 借 入 金 127,904
退 職 給 付 引 当 金 4,148
長 期 預 り 保 証 金 3
そ の 他 581
負 債 合 計 258,810
純 資 産 の 部

株 主 資 本 41,995
資 本 金 100
資 本 剰 余 金 28,786
資 本 準 備 金 25
そ の 他 資 本 剰 余 金 28,761
利 益 剰 余 金 28,081
利 益 準 備 金 246
そ の 他 利 益 剰 余 金 27,835
別 途 積 立 金 15,565
繰 越 利 益 剰 余 金 12,270

自 己 株 式 △14,972
評 価 ・ 換 算 差 額 等 241
その他有価証券評価差額金 241
新 株 予 約 権 399

純 資 産 合 計 42,636
資 産 合 計 301,447 負 債 純 資 産 合 計 301,447

貸　借　対　照　表
（2022年10月31日現在）

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

（自　2021年11月 1 日
至　2022年10月31日）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 39,967
売 上 原 価 29,253
売 上 総 利 益 10,713

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 31,249
営 業 損 失 20,536

営 業 外 収 益
受 取 利 息 514
受 取 配 当 金 3,881
為 替 差 益 368
そ の 他 105 4,869

営 業 外 費 用
支 払 利 息 1,636
支 払 手 数 料 366
そ の 他 301 2,305
経 常 損 失 17,971

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 1,222
投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,342
関 係 会 社 株 式 売 却 益 64,660
助 成 金 収 入 6,093 73,318

特 別 損 失
減 損 損 失 110
関  係  会  社  株  式  評  価  損 2,329
関  係  会  社  株  式  売  却  損 18,954
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 2,771
臨 時 休 業 に よ る 損 失 1,244 25,410
税 引 前 当 期 純 利 益 29,936
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 79
法 人 税 等 調 整 額 1,884 1,964
当 期 純 利 益 27,971

損　益　計　算　書

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告書

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 久　世　浩　一
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 井　上　卓　也

独立監査人の監査報告書
2022年12月13日

株式会社エイチ・アイ・エス
　取締役会　御中　

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ
　　　東　　京　　事　　務　　所

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社エイチ・アイ・エスの2021年
11月1日から2022年10月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、株式会社エイチ・アイ・エス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計
算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと
認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に
記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結
子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内
容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、
当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程に
おいて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要
な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重

会計監査人の連結計算書類に係る監査報告書　謄本
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要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結
計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任が
ある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤
謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立
の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により
発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与え
ると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス
クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計
上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況
に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な
不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起す
ること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計
算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報
告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企
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業として存続できなくなる可能性がある。
・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、
構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかど
うかを評価する。
・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分
かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実
施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている
その他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因
を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以　上
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指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 久 世 浩 一
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 井 上 卓 也

独立監査人の監査報告書
2022年12月13日

株式会社エイチ・アイ・エス
　取締役会　御中　

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ
　　　東　　京　　事　　務　　所

　監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社エイチ・アイ・エスの
2021年11月1日から2022年10月31日までの第42期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類
等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内
容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当
監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

会計監査人の監査報告書　謄本
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計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な
誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ
る。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視

することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬
による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の
立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生
する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合
理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス
クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計
上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に
関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不
確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起するこ
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と、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に
対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日ま
でに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として
存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成
及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを
評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている
その他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因
を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　上
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監査報告書

　当監査等委員会は、2021年11月１日から2022年10月31日までの第42期事業年度における取
締役の職務の執行についての監査の方法とその結果を、以下の通り報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、事業報告に記載されている「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合す
ることを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を
確保するために必要な体制の整備に関する取締役会決議」の内容及び当該決議に基づき整備さ
れている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状
況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の
方法で監査を実施しました。

①監査等委員会が定めた監査の方針、基準、計画等に従い、取締役、内部監査部門、内部統
制部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集に努めるとともに、取締役会その
他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所におい
て業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及
び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受け
ました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」を「監査に関する品質管理基準」等に従って整備している旨の通知を受け、必要
に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ
いて検討いたしました。

監査等委員会の監査報告書　謄本
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監査役会の監査報告書

２．監査の結果
　⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

②　取締役の職務の遂行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す
べき事項は認められません。

⑵　会計監査人の職務遂行の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの職務遂行の適正を確保するための体制について

は、指摘すべき事項は認められません。
⑶　計算書類及びその附属明細書並びに連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

 2022年12月14日
株式会社エイチ・アイ・エス　監査等委員会

常勤監査等委員 関 田 園 子
監 査 等 委 員 梅 田 常 和
監 査 等 委 員 鍋 島 厚　

（注）監査等委員梅田常和及び鍋島厚は、会社法第２条第15号及び第331条第6項に規定する社
外取締役であります。

以　上
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地図

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

定時株主総会会場ご案内図
東京都港区虎ノ門四丁目１番１号

東京ワールドゲート　神谷町トラストタワー２階
トラストシティ カンファレンス・神谷町

株主総会会場までの交通のご案内
◎東京メトロ日比谷線 神谷町駅 直結

メトロシティ神谷町（４ａ／４ｂ方面）を経由、
東京ワールドゲート連絡通路直結


